
別添
先端設備等導入計画の申請に係る補足資料
住　　　　所　〒
名 称  及 び
代表者の氏名　　　　　　　       　　　　

１．中小企業者に関する補足事項【（１）～（３）いずれかに該当】
	(１)
	資本金の額若しくは出資金の額が１億円以下の法人
	□該当する
	□該当しない

	(２)
	資本若しくは出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が1,000人以下の法人
	□該当する
	□該当しない

	(３)
	常時使用する従業員の数が1,000人以下の個人事業主
	□該当する
	□該当しない



２．先端設備等の導入の促進に際し配慮すべき事項に関する補足事項
	(１)
	先端設備等の導入に際し、人員削減を目的としているものであるか。
	□該当する
	□該当しない

	(２)
	公序良俗に反する取組や反社会的勢力との関係がないか。
	□関係がある
	□関係がない

	(３)
	市税滞納者又は市税未申告者に該当するか。
	□該当する
	□該当しない



３．全般に関する補足事項
	(１)
	中小企業等経営強化法施行規則に基づく先端設備等導入計画の認定申請に際し、提出書類の記載内容に偽りがないことを誓約するか。
	□誓約する
	□誓約しない

	(２)
	先端設備等導入計画の認定にあたり、内容の確認や進捗状況・結果等について調査を行う場合があります。
問い合わせ窓口の連絡先をご記入下さい。
	担当部署：

	
	
	担当者名：

	
	
	電　話：
E-mail：



４．提出書類
	番号
	提   　出   　書  　類
	チェック欄

	１
	「先端設備等導入計画に係る認定申請書（別紙“先端設備等導入計画”含む）」（様式第二十二）
	□

	２
	「（別添）先端設備等導入計画の申請に係る補足資料」（この用紙です）
	□

	３
	直近の市税納税証明書
	□

	４
	会社の事業概要が確認できる書類（パンフレット、決算書類等）
	□

	５
	「先端設備等導入計画に関する確認書」（認定経営革新等支援機関確認書）
	□

	【固定資産税の税制措置を受けようとする場合のみ、この先はご記入ください】

	６
	認定経営革新等支援機関が発行する投資計画に関する確認書
	□

	７
	[bookmark: _GoBack]「先端設備等に係る誓約書」　（様式二十四）
	□今回提出

	
	
	□後に提出

	８
	リース契約見積書の写し及び公益社団法人リース事業協会が確認した軽減計算書の写し

	□該当なし

	
	
	□今回提出

	
	
	□後に提出

	９
	従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面
	□該当なし

	
	
	□今回提出

	
	
	□後に提出



